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研究成果の概要（和文）：単編著の書籍を発行したと同時に、韓国高麗大学で「解放か分離か：日韓関係の原点」と題
するシンポジウムを一般公開で開催した。また、植民地からの引揚や在外財産処理、引揚者の生活再建のための移民を
テーマとする会議に多数参加し、国際的ネットワークを拡大し日米特殊関係が移民や原発の問題とさえつながっていた
ことに気付かされた。また、アメリカからの仲介を受けて日韓が国交を正常化したことで、現代の歴史認識問題も賠償
問題の延長にあることがわかった。「歴史認識」問題が、国交正常化で封印されていた問題が解凍され派生した政治過
程をも岩波の安全保障シリーズにまとめ、戦後という時代を歴史として検証することができた。

研究成果の概要（英文）：A book has been published under the title of “Reparations and Claims,” and an 
international symposium was held at Korea University in Seoul. The special relationship between Japan and 
the United States in Asia was found to be linked with postwar Japanese re-emigration and even with 
nuclear power issues, while the special relationship strikes at the origin of contemporary history 
issues. The process of the development of Asia’s history issues was also analyzed in an article included 
in a book in Iwanami Shoten, Publishers’ Security series.
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１．研究開始当初の背景 
賠償や経済協力の問題は、歴史認識に関連
した戦争責任・植民地責任問題と深く結び付
きながら、個々の研究者自身の政治的立場が
問われる問題として戦後日本社会に存在し
てきた。本研究はこうしたタブーに対して、
賠償問題に関する実証分析と、それを通じた
戦後日米・アジアの特殊関係に関する考察を
通じて踏み込もうとしたものである。 
 踏み込むにあたっての手法は、マルチアー
カイブの手法に基く実証史学的分析を、国際
関係史的な法と経済と政治にまたがる構造
分析の手法と組み合わせることによった。 
戦争と植民地責任の問題として賠償問題
が変容していった過程を検証することで、国
民感情それ自体の起源やその摩擦を解消す
るための制度を考える基盤ともいうべき共
通の知のインフラを、より公正かつ世界史的
に比較可能な見地から提供できると期待さ
れ、実際にそうすることが萌芽的にせよでき
たと考える。 
日本の占領戦後史というと、安保・憲法・
天皇制問題と一般に象徴されるように、実際
の政治問題化した分野にだけ関心がそそが
れてきた。賠償問題は、安全保障問題の陰に
隠れる形で「寛大」な講和以後、社会的関心
からこぼれおちてきた分野であったが、近年
は、慰安婦問題に象徴される国家責任の問題
として関心を集めている。しかし、現代的政
治問題と切り離すことが難しいため、問題自
体の展開に関する本格的な研究は行われ得
なかった。他方、NGO や国際協力に関する
研究では、民主化や人権という普遍的な理念
が強調されるものの、東アジアの固有の歴史
との関係は薄く、予算や若者の関心も減って
きた。国際協力が戦前の負の遺産や賠償問題
とどうつながっているのかを解明すること
は、こうした日本の経済協力に関心を有する
層に、歴史的イマジネーションという「根」
を与えるとも期待された。 
歴史的考察の決め手となるのは、経済復
興問題との関連から、賠償問題の展開が議
論されなければならないという点であった。
ドイツの近年の研究では、ドイツの戦後復
興やマーシャルプランの問題が、戦後処理
問題賠償問題と切断されてきたことが問題
視され、戦争責任問題は単なる国家倫理で
はなく、ヨーロッパ統合問題とドイツの戦
後復興の問題との構造的連関の中で論じら
れなければならないと指摘されている。 
同様の観点から、東アジアでも賠償問題
の展開がとらえられなければならないと考
えられた。 
 
２．研究の目的 
 国際開発援助の起源を、第二次世界大戦後
におけるアメリカの対日独賠償計画に求め、
それが民族自決に基く植民地なき世界の構
想と結び付きながら、冷戦とともに変容して
いった構造的プロセスを、アジア諸国への援

助に向けた特殊な日米関係の形成と展開過
程の考察によって解明することとした。対日
賠償がいかなる枠組みによって経済協力へ
と転換されていったのか、サンフランシスコ
講和条約第 4条・14条の立案過程、ガリオ
ア債務返済問題との連関、1960年前後から
日本国内で開始された経済協力関連組織の
整備過程を中心に、法･政治･経済に跨る構造
とともに国際関係史として解明する必要が
あった。 
 特に、方法論の核となるのは、戦中期の
旧枢軸国への「世界平和維持費用」分担概
念の発掘である。その上に、アジアの新興
独立国への経済協力・開発という共通目的
の下に、世界平和維持費用を分担する経済
国家としての戦後日本を位置づける。また、
特殊な日米関係が生まれた過程を、法と経
済と政治にまたがってイッシューの相互連
関から、構造的に論じる。政治と経済のは
ざまに横たわり、国内と国際というレベル
の相互連関を説明する政治史研究となろう。 
 
３．研究の方法 
公文書館で関連資料を収集しながら、分析
枠組みに関しては、名古屋大学の研究グルー
プとも協力しながら、賠償と戦後日米関係・
脱植民地化に関する研究会を開催し、戦後日
米関係やドイツ戦後賠償を専門としてきた
研究者からレビューを受け、伝統的な戦後史
研究の成果を取り入れながら、新たな分析枠
組みを鍛え、史料収集によって補強していっ
た。 
 
４．研究成果 
 1947 年の占領政策に関する、いわゆる「逆
コース」は、冷戦だけの力学によるものでは
なく、むしろ、帝国秩序の解体に伴う経済混
乱と技術移転の困難さが必然的に内包する
ものであった。また、その逆コースは、無条
件のものではなく、日本の経済が発展すれば
する分だけ、経済協力を周辺のアジア地域に
日本から行わせていくという前提での、いわ
ば条件付きのものであった。こうした立場が
法的に表現されたサンフランシスコ講和条
約の 14 条こそが、世界平和維持費用の分担
という概念に対応するものであった。 
実際、日本経済の復興が疑いなく確定した
1950 年代の末期になると、日本でも経済協力
のための機関が、アメリカからの要請の元で
整備されていくことになった。また、こうし
た援助機関の整備に一役買ったのは、かつて、
アメリカが占領下で日本に供給した GARIOA
援助に由来する負債を、さらに、大幅に値引
いて返還することを認めた、ケネディ政権の
決定であった。こうした論点をまとめたのが、
慈学社から発行した単編著『戦後日本の賠償
問題と東アジア地域再編－請求権と歴史認
識問題の起源』である。 
同時に、韓国高麗大学で、「解放か分離か：
日韓関係の原点」と題するシンポジウムを一



般公開で開催し、請求権と経済協力をめぐり
議論を展開することができた。この他に、植
民地から引揚・在外財産・移民関係のシンポ
ジウムに参加して、ネットワークを拡大しつ
つ、日米特殊関係が移民や原発の問題とさえ
つながっていたこと、また、アメリカからの
関係仲介を受けて国交を正常化したことで、
歴史認識問題の種がまかれたことを発見し
た。 
研究が予想外に進展したことで、賠償問題
に関する実証研究の延長線上に、なぜにして、
現代の「歴史認識」問題が未精算な問題とし
て残されたのかについても、賠償問題から派
生した問題として考えを深める余裕が生ま
れ、それについての論考を、岩波の安全保障
シリーズに収録していただいた。それを通じ
て、歴史としての戦後という時代を、より幅
広く検証することができたと考える。 
そこでわかったことは、帝国の解体時に、
引揚と帰還という強制的な人間の移動と共
に、財産と失われた人命に対する強い感情が
集団的に生み出されたこと、国交正常化はそ
れが封印されたに過ぎないものであったこ
と、グローバル化以前の時代においてこうし
た強い感情は各国内部の国民感情に転化さ
れ、それが冷戦終結と民主化によって解放さ
れ噴出している状態が現在であるというこ
とである。政府間の和解に代わり、国民間の
和解が求められているといえるが、そのため
には政府間の和解以前のプロセスをもう一
度検証し直して、現代の国民感情自体を歴史
の産物として検証する必要があろう。 
そうした作業の幾分かを発表された業績
の中で行ったが、今後に残された課題ともな
っている。 
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